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2004年度の 税制改正 が福祉に及ぼす影響

The　lmpact　of　the　2QO4　Tax　System　Revision　on　Welfare

　　　　小林 　成 隆 ，　　 西川 　義明
鞠

Shigetaka　KOBAYASHI
，　 Yoshiaki　NISHIKAWA．

　2004年5月 に厚生労働省が公表 した 「社会 保障の 給付 と負担 の見通 しゴ に よる と， 経済社会情勢

や制度改正 な ど不確定要素が ある も の の ， 社会 保障給付費は2004年度 の 86兆 円か ら2025年度 に は

152兆円に増加する と見込まれて い る．そ して ，将来に わ た り持続可能で 安定的 ・効率的な社会保

障制度 の 構築を図るた め に は ， 世代 聞 ・世代 内の 給付 と負担 の 公平化 ， 公的給付 費の 伸び の 抑制を

図 り，社会保障制度 の 構 造改革を進め て い くこ とが 必要 で あ る とされ て い る．

　 こ う し た 巾で 2004年度 の 税制改正 が行われたが ， そ の 狙 い は ， 従来か ら批判の 強か っ た高齢者の

優 遇税制を見直 し， 高齢者に応分 の 負担 を求めるもの で ある．こ の 改 正 は ， 税 の 分野 で は世代間 の

公平化を図るも の で あ るが，税制上 の 規定を施 策 の 適用基 準 に 準用 して い る 福祉 の 分 野 で は，福祉

水 準 の 事実上 の 切 り下げに繋が り， 低所得者の 多くが影響 を受ける．

　 According　to　the　Social　Security　Benefit正ねyments 　afid 　Contributions　Outlook　published　by　Japan
’

s

Ministry　of　Health，　Labor　and 　Welfare　in　May 　2004，　social　security 　benefit　payments 　are　expecteCl 　to　rise

from￥86　trillion　in　FY　2004　to￥152　trillion　by　FY　2025
，
　although 　various 　uncertainties 　exist　such 　as

socioeconomic 　developments　and 　system 　revisions ．　To　create 　a　social　security 　system 　that　is　sustainable

and 　stable ！efficient 　over 　the　long　term
，
　the　Outlook　claims 　it　is　necessary 　tQ　make 　fair　distribution　of

payments 　and 　contributions 　between　as　weU 　as　within 　generations，　in　order 　to　control 　the　growth　of

governrnent　benefit　payments 　and 　promote 　structural 　reform 　in　the　socia1 　security 　system ．

　 Against　this　backdrop，　in　FY　2004　a　revision 　of　the　tax　system 　was 　imple皿 ented ．　Its　aim 　was 　to

review 　the　preferent三al　taxation　of 　the　elder1 ｝弓 which 　had　been　under 　strong 　crit 孟cism ，　as 　well 　as 　to　seek

appropriate 　tax　contributions 　from　the　elderly ．　In　taxation　terms ，　the　revision 　was 　aimed 　at　creating

fairness　between　different　generations；hewever 　in　terms 　of 　weifare ，　Inany 　low−inco皿 e 　earners 　are 　be三ng

adversely 　affected 　because　the　revision 　has　led　to　a　de　facto　lowering　of　welfare 　standards 　since 　tax

criteria 　are 　used 　in　determining　the 　application 　of 　welfare 　Ineasures ，
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ド ： 高齢者の 優遇税 制　低所得者　市町村民税非課税　課税最低限　世帯

　　　　　　preferential　taxation　for　the　elder 玉y，　 low−income　earner ，

　　　　　　free　of　residents
’
tax，　 the　minimum 　taxable　leve1，　 household

は じめに

　2004年度の税制改正 は，高齢者の 優遇 税制
1〕
に メ ス　　が 入 れ られ た特記すべ き改正 で あ る．所得税 は 2005年
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度分か ら改正 事項か 適用 され ， 既 に 引き Fけられ て い

る　地方税 の 市町村民税 は 2006年度分 か ら適用 される

の て ， 多くの 高齢者
2）
は ， 新た に課税 される た けて な

く低所得者 と し て 扱われ ない とい う現実 に 直面 し，愕

鉄 とな っ て い る

　 とい うの は，わか 国ては，福祉施策 の 適用 基準 の 多

くに ， 税制 Fの 「市町村民税非課税 」 を世帯を単位 と

し て 準用 （税制転用 方式
苫

り し て お り， こ れ に 該 当す

る 者 を低 所得者 と し て 軽減 措 i　 4｝
の 対 象 と し て い る

2004年度 の税制改正 て は，咼 齢者 を優遇 して い る との

批判 の あ る事項 の 見直 し，すなわ ち公 的年金 等搾除 の

縮減 と非課税措置 の 廃止等か行われた　 こ の 結果，65

歳以 ⊥ の 高齢者の 市町村民税 の 課税最低限 （課税ライ

ン め か 大幅に 下 か り， こ れ まて 非課税て あ っ た者の

多くか 2006年度か ら課税 され，低所得者て な くな る

向 こ う2年聞は 「 定 の 配慮 」 と して 経過措 置
G）
か設 け

られ るの て ，従前とお りの 扱い を受けられる 者もい る

か ， そ の 後は 軽減措置の対象か ら外れ る こ とを知るか

らて ある

　市 町 村 民 税 の 課 税 最低 限 か 下 か る こ と は，課 税 され

る対象者 の 範囲 か 広 か る こ とを意味 して お り， 負担 の

公 半 化 か よ り進 む こ とは 確 か て あ ろ う

　 しか し，わ か 国 の 福祉 シ ス テ ム は，伝統的に税 と連

動 して お り，税 制上 の見直 し は ， 福祉施策 の 適用基準

に新た な課題を提供 して くる

　そ こ て 本稿て は ， 2004年度の 税制改正 か 福祉に及ほ

す影響を，低所得者 を規定 して い る税制 上 の H 組み を

通し検証する とともに ， 福祉の 根幹に 関わ る施策の 通

用基凖 の 問題 占につ い て 論述す る
t）

1 ．低所得者 とは

　ます，低所得者に つ い て み て お こ う　 1956年版 「厚

俘 自吾」
S ）
ては，保護 を要す る と思われ る層 を 「生 活

困窮者 」 と し ， 「国民 と し て の 最低 生 盾す ら自分の 力

たけ て は維持 て きな い 階層 と定 義 」 し て い る　 また 「

低所得階層 」に つ い て は 「最低 ，十tEすれすれ の 生活を

か ろ うし て 維持す る に ととまる ， い わゆ る 『ホオタ
ー・

ライ ン 階層』と定義 」し て い る

　こ の 白書て は最低 伴 存線を生 tE保 護基準 とし，基凖

以 下を被保護階層，それ よ り少 し ⊥ の 境界すれすれ の

層を低所 得層 とみな して い る

　そ の 後 ，高度経騰 成長を経 たわ か 国て は ， こ うい っ

た捉え力 は されな くな り，税制 上 の 「市 田］村民税非課

税 」 に該当する者を低所得者 とい うよ うに な っ た　 し

た か っ て ， 低所得者 は 税制上 の 規 疋 か ら創 り出 され て

い る ともい え る か ， こ う し た 理 解 か 今 日の 「通説」
9）

表1　老人保健法 ・介護保険法上 の 低所得者 （2005年度現 在）

老 　人 　保 　健 　法 介　護 　保 　険　法

区　分 要 件 （該当法令）
　　　　 胛　　　　　　砿
　　　　　　　 冊

保険科段階 要　件（国基準に よ る 5段 階）
　

隔
　　　　　庫艸磁

韃　　　 〜環
辞
響 驫鑿 啀

藜羝翻 嚢粥　　　　　臨

。蠱熱

　　　　　　　　　　　　隔

 懿 鬱爨 灘 鑢轡 灘 墅
　 　 　 　 　 　 細　 　 　 榊 辞澱 ア　 瀟 　 　 陥 　 　

　
　 　 瓢 　　　　黼　 軸

鐙妻ぎ饗繋 響罫 蓋耋嚢
　　　

一
癬 儲 毳 爨 鹽 鸞 囎

　 　 　
一w 　　恥　　　灘 　　　赧 　　　騨　　　　　

靴

　　　　　 鱗 饗
轣

甥 　 纔撫 。

犠鑞 懲 5薪獻 麟 蠡纛
　 嫐 齢 ♂

漁一縄脇
　
謹

　 　 　 　 　 　 　 　
繭

繍灘
　 　 　 　 　 讎 蘚

　 　 　 　 　 　 罵
議
盤窯一臘

蟹

　 　 　 　 　 　 　 　
鶚
　　鍛黼＿ ＿

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 鍵 　 蠶獺 禦 鞠轢響　　　　　　　　 輯 仰 屯

爨

　 　 　 　 庫罵

瀞 警 懲 灘 鬱鯲 　 　 　 蠶
　
羅 蠶

　
饗

仲
聾 響 響 舞 轟 纛 。蠡 灘 階

嬲　　　　 竇
欝 識 響 灘

驀 蠶 貌

難 黐 數
璽 転 爨陥叢

　 羈

謙 　 響

　 驪　　　　　　尠

第 3 段階

　（基準額）

野

　 　 　 簍

　 孅

　 傑

轣 　一蕪

　冊

　　　　〜

灘 纛 鷺 耋

轗 轟
　　　

甲

　　蒸

募 　欝 　撒 一

邂 鑾 響 難 
戀 驪 愈 　 　 　 　 　1 灘 難

鷹
　 　 　 　 　 一辞　 軅 羅 餐鰹 　 　 　 錘　 　 鰕 ゼ 饗騨襲 ＿

鑞購韈鐵
一

輦輪 響 騨爨 薫
市町村民税本人 非課税 ・世帯 に

課税者か い る

一
　　般

　定所得 ， 低所得 1 ・H 以外（1司
施 行令 15− 1一  ）

第 4 段階
市町村民税木人課税（本人 の 所得

金額か 200万 円未満）

一
定所得

課 税所得 145 万 円以上 （同法 28
− 1 一  、同施行令 4一丑）

第 5 段階
市町村民税本 人課 税（本 人 の 所 得

金額か 200 力 円以上）

庄 1　関係法令等か 改止 され ，現在 て は 老 人 保健法 の 低所得 1 の 所 得額 は 80万 円 以 下 と な っ て い る

　2 条 又 の 条 項 号 の 略表示 （例 15− 1一  一
第 15条第 1項第4号 ） 以下，略表 不 を用 い る場合は ，

　　同し表示方法 に よる
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2004 年度 の 税 制改正 が 福祉 に 及ぼ す 影響

とな っ て い る．

　低所得者を税制上 の 規 定に 求め る見解は ， 2002年1

月 に 公表 され た厚生労働省 の 「低所得者 の 生活支援 シ

ス テ ム 検討 プ ロ ジ ェ ク ト」 の 報告書 で もみ られ る．そ

の 中 で は 「現行制度 に お い て も，負担能 力 の 低 い 者 に

は必要な 配慮を行 っ て き て い る．こ れ らの 制度 で は ，

原則 と し て 『市町村民税非課税』程度 の 所得の 者を『低

所 得者』 と定義 して 配慮 を行 っ て お り，制度 に よ っ て

は それ以下 の 所得の 者を 『特に低所得の者』 と して 一・

定 の 配慮を講 じて い る」 と述べ
， 低所得者を 「低所得

者 （市町村民税非課税者等）」 と 「特に低所得 の 者 （老

齢福祉年金受給者等）」に 区分 し て い る．こ の よ うに ，

低所得者 は50年前 の 厚 生行政上 の 警鐘用語か ら税制上

の 用 語 に 移 っ て き て い る が ， そ の 定義
1°〉

は 必 ず し も

一
致 して い ない ．

　 と こ ろで ， 老人保健法 と介護保険法 の 中で 低所得者

を規定 し て い る箇所をみ る と，老人保健法上 で は，前

述 の 報告書の 「特に低所得 の 者」 が 「低所得 1 」 に，

「低所得者 」が 「低所得 H 」に あ た る．介護保険法 で は ，

保険料段階の第1段階が 「低所得 1」 に ， 第 2段階が 「低

所得 H 」 に あた る． し た が っ て ，こ れ らの 法律 か ら低

所 得者の範囲は ， 概ね表1の 網掛け部分 とい うこ とが

で きる．

　次に ， 低所得者の 量的な把握で ある．老人保健法で

は 低所得 1 ・H に 該 当す る者 を軽減措置 の 対象 と し て

い るが ， こ の 申請は個人 が 行 うの で ， 申請者 の うち実

際 に 軽減 措置 が適用 された者が低 所 得者 と い うこ と に

なる．適用者数 は集計 で きるが，低所得 1 ・H の 範 開

内に 該 当する数の 把握 は で きな い ．

　介護保 険法 で は，運営主体 の 市町 村が介護保険料を

第 1号被保険者に課す関係上 ，当然，保険料段階ご と

の 被保険 者数 は把握 され て い る．第1段階 と第2段階 の

集計数が ，市町村ご との 介護保険法上 の 低所得者 とい

うこ とに なる．

2 ．税制改正 と市町村民 税の課税最低限

（1）市町村民税 の仕組み

　市町村民 税 を課 され な い 者が 低所得者 とみ な され る

こ とが多 い の で ，まず市町村民税 の 課税 の 仕組 み をみ

て み る．所得税は 国税で あるが ， 市町村民税 は 地方税

の
一

つ で 住民個 人 に 課 され，「均 等 割 」 と 「所 得割」

か らな っ て い る．市町村民税均等割は ， 所得が
一

定額

以 上 の 者 に 均等額 が 課 される．一
方，所得割は，所得

控除額 ・税率な どは 所 得税 と異な る が ， 概ね所得税 と

同 じ方式 で 算出 され た 額 が 課 され る．

　税制 Eに お い て ， 税が 課され る否か の 分岐点が 「課

税最低 限 （課税 ラ イ ン ）」 で ある。所得 税 と市 町 村 民

税 所得 割は 所得 に応 じ て 負担する仕組 み とな っ て お

表 2　 市町村民税 均等割 の非課税範囲 （2004年度 の 税制改 正 前）

区　分 条　文 内　　　　 容 備 　考

非

課

税

の

範

囲

均等割

　 と

所得割

地 方税法

295− r

　
一

   

・生活保護法に よ り生活扶助 を受 けて い る者
・障害者 ， 未成年 苞 糶 韆灘鑾爨購難灘
寡婦 又 は寡夫 で

， 前年の 所得金額が 125

万 円以下の 者

改 正 で 網

掛 け 部 分

を削除

均等割

地方税法

295一皿

同施行令

47 の 3

・前年 の 所得金額が 次の 金額以 下の 者

【65歳未満 の 者の 揚合】

35 万円（基本額）× （本人 ＋ 扶養者数）＋ 22 万円

※22 万 円は加算額．単身者 は加算され ない ．

2006 年度

の 加算額

は 21 万 円

表 3　 2004年度の高齢者関係の主な改正事項

年　度 改　正 　事 項 改 　正 　前 改 　正 　後 備 　 　考

老 年者控除の 廃止 控除額 48 万円 廃 止

2004
公 的 年 金 等 控 除 の

縮減

（最低保 障額 ）

　 140 万 円

（最低保 障額）

　 120万 円

所得税 は 2005 年度

分 ，市 町 村 民 税 は

2006年度分か ら適用

非課税措置の 廃止 限度額 125 万 円 廃　止
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り， そ の 課税最低限 は 「所得控除額の 和」 で あ らわ さ　　均等割の課税最低限が一番低い た め ， 諸施策の 適用基

れ る．一
方，人頭税的な性格 を持 つ 均等割 は 「世帯 入　　準 の 多くは均等割 に 基づ い て 設定 され て い る．税制上

数 と基本額」 に よ っ て 算 出 され る．こ の 三 者 の 中で ，　 で は 慣例的 に，個 人が 均等割 を課 され な い 場合を 「市

表 4 　 税制改 正 に 伴 う法定控除後 の 所得 と市 町 村民税 の 課税最低 限 単 位　 万 円

世　帯　別　の 　課　税 　最　低　限（万 円）法定控 除後の

所得（万 円）          
収入

（万 円） 公 的年金

（雑 所得）
給与

65 歳以上 単身

　 　 （1 人）

65歳以上 2 人

　 　 〔2 人）

65 歳以

上 ・未

満（2 人 ）

65歳以

上 ・未

満（3 人）

65歳未

満単身

（i人）

月

額

年

収

控除後 の

年金所得

控除後

の 給 与

所得

（125）
266

（35）
155

（125）
266

（91）
211

※（92）
157

※（127）
192

（35）
100

前 後 な し 前 後 前 後 改正 前 ・後も概ね同 じ

23276 】321561752 ・轟、　　 　　 　 ．　 繍“
宇

鰻
　 島「

…

鑽

簿
　 　 攀

爨 ．22264123 玉44166 ．8

　 寧

難難、

21252112132158 ．4
冖
難繊

’買 鬻 ：iン；i

鑿難 蠶攤 難

韈 鑞靉鑾
i靉
〜

鑼驪 韈

＿
欝 三

20240100120150 ．0 獺 鯲 鑿＿ 懇 灘

　 　 摩

鍮 ＿鑽靉 ＿

　 　 ら

繼難 ＿ ．．
1922888108137 ．9

騾
覊

　 蕪

　
广
醺．

繋 驪
　 鑿

鑿纛 爨
182167696133 ．2

乳 叮
　 覊．　 ．

172046484124 ．8 難 韈 難

　　 戸

灘

濡P　内

驤

で

161925272ll6 ．4
靉難 爨
＿＿，　　　 奪

慝，脾「，

　 　 　
…

鑞 蠶

’岫買内冒　　P．　内　酌繭…繭　二e；
151804060108 ．0 　　蠶：：il

鏖　 鯲 灘 鼕講

　 爨　猟141682848100 ．8 震獰 、i霾 i戀 鑾

13156163691 ．0 ＿鯲 乱i靉

12144 42479 ．0

蕪　 　
…

　 　
幅

　
’
覊 …羅

11132 01267 ．0
轂韈10120 0 055 ．0

9108 0 043 ．0 一，i諺叩

896 0 031 ．0

注1．「前」
一改正 前 （2005年度 〉，

「後 」
一

改 正 後 （2006年度 ）

　2．収 入
一

法定控除 （給 与 所 得控 除又 は 公 的年金等控 除 〉＝ 所 得 （税法 上 の 所得
一

所得税法 28− ll・35

　　
− H ）

　3． 「世帯別 の課税最低限 （万円 ）」の 二 段書き欄 の 上 段 （　 ）は 所得ベ ー
ス ，下段 は 収入 ベ ー

ス を示す．

　4．所得 ベ ー
ス の 課税最低 限

　　 ・改正前　65歳以 上一125万 円 （65歳以上 の 非課税限度額 ）

　　　　　　　 65歳未満
一35万 円 （基本額 〉× （本人 ＋ 扶養者数 ）＋ 22万 円 （加算額　単身は加算な し ）

　　　　　　　単身一35万 円　 2人一92万 円 （35× 2＋ 22）　 3人一127万 円 （35× 3＋ 22＞

　　　
・
改正 後 年齢 に 関わ らず 上 記 の 算定式に よる．2006年度 に 加算額 が 21万 円 に 変更 され，  は

　　　　　　　 （91＝35× 2＋ 21）156，   は （126　・＝　35× 3＋ 21）191とな っ て い る．※ は 2005年度の数値．

　5．収入 ベ ー
ス へ の 換算

　　 法定控除は，給与所得 は同法 28一皿
， 公的年金 は 同法 35− IVに よ り， 収入 額 に 応 じ た算定方法が

　　 示 され て い る．所得べ 一
ス の 課税最低限 に 法定控除を加えたもの が 収入 べ 一

ス で ある．

　　
・
年金収入　改正前　65歳 以上　年金収入 266万 円一所得125万 円 （266× 0．75− 75＝124．5）に相当．

　　　　　　　 改正後　単身一155（収入 ）＝ 35（所得 ）＋ 120（公的年金控除 ），2人一211＝91＋ 120

　　・給与収入　税 制改正 に よる控除額 の 変更な し　単身一100 （収入 ）＝35（所得 ）＋ 65（給与所得控除 ）
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町村民税非課税」 とい い ， 世帯全員が課されな い 場合

を 「市町村民税世帯非諜税 （又 は非課税世帯 ）」とい っ

て い る．

　2004年度の税制改正 前 に お い て は，市 町 村民税の 均

等割が課 されな い 範囲は表2の ように法定され て い る．

65歳 以 上 の 高齢者 の 場合 ， 前年所 得金額125万 円 以 下

は課税 され ない ．また ， 法定控 除 と して は，公的年金

収入 の 場 合は所得税法第35条 の 公 的年金等控除が 適用

され ， 同法第28条が適用され る給与収入 と比べ る と有

利な扱 い とな っ て い る．こ うし た優遇措置 に よ り，収

入 が 公 的年金の み の 高齢者は ， 所得税も市町村民税も

ほ とん ど課され て い な い の が実情 で ある
11｝
．

（2）2004年度の高齢者関係の主な改正

　2004年度 の 税制改正 で は 世代間 の 公 平化 を図 る と し

て ， もっ ぱ ら年齢 とい う要素を取 り除 く作業が行われ ，

高齢者 関係 で は 表 3の 改 正 が 行わ れ た．65歳以 上 の 非

課税措置が廃止 された の で ， 課税最低限は65歳以上 も

未満 と同 じ に な り，表 3の 備考に 示 す年度か ら適用 さ

れる．した が っ て ， 本稿 で の 税制改正 前は ， 市町村民

税 の 改正事項 の 適用前，すなわち2005年度以前 の こ と

で あ り， 改正後は改正 事項が適用 され る 2006年度以降

の こ とで ある．

（3）税制改正 に伴 う市町村民税 の 課税最低限 の 変化

　 （モ デル 世帯 の 試算 ）

　課税最 低限は課税 ライ ン で あ る．こ の ライ ン 以下 の

者が 低所 得者とみな され る の で ， 課税最低 限が 低 くな

るほ ど課税の 範 囲が広が り低所 得者が減少する．した

が っ て ， こ れを下げる こ とは ， 公的給付費 の 抑制 ， 財

源確保な どに 繋が り， 政策上 ，極 め て 重要な意味を もっ

て い る．そ こ で ， 市町村民税均等割 （以下 ， 市町村民

税と略す） の 世帯別 の 課税最低 限を試算す るため， 

65歳以 、ヒの 単身世帯　  65歳以．一ヒの 2人世帯　  65歳

以上 と未満の 2人世帯　  65歳 以 上 と未満 2人 の 3人世

帯　  65歳未満 の 単身世帯 ， の 5通 りの モ デ ル 世帯を

設定す る．そ し て，（ア ）収 入 は 65歳以上 が 公的年金，

未満 は給与 （イ ）  ・  の 世帯の 場合は 65歳未満が

65歳以上を扶養 し て い ると仮定 し，試算 を行 う．試算

した課税 最低限を ， 税制改正 前と改正後で 比較する と

概ね表 4の よ うに整理 で きる，65歳 以上に適用 され る

非課税措置 が 廃止 され た た め ，   ・  の 世帯 の 課税最

低限が 改正後は大幅 に下 が る．表4の 網掛け部 分 が 概

ね 課税対 象 と な る と こ ろ を 示 して い る が，  ・  の 世

帯に 大 きな変化があ らわれ ， 視覚的に も認められ る．

3．税制改 正 に伴 う影響

〔1）改 正 前 （2005年度 以 前 ）の状況

　2004年度 の 税制改正前は，高齢者 の 優遇税制 と世帯

が 結び つ い て ，65歳以．Eの 世 帯 と65歳未満 が い る世帯

で は ， 課税最低限に 大きな差が 生まれ て い る．例えば ，

単身世帯 の 課税最低限を収人 べ 一
ス で みた場合，65歳

以上 は266万 円で あ る が ， 未満で は 100万 円 とな っ て い

る （表 4参照）．

　前述 し たよ うに ， 福祉施策 の 適用 にあた っ て は 多く

の 場合，世帯が単位 とされ る．したが っ て ， 65歳未満

が い る 世帯で 未満 の 者に収入 が ある場合は ， そ の 世帯

の 課税最低 限は低 い の で ，課税世帯 とな る可能性が高

く，施 策 の 適用 か ら除外 され る こ とが 多 い ．こ うい っ

た こ とか ら，収入 の 高低 と低所得者は必ず し も
・一

致し

て い な い こ とが 容易 に 想定され る．

　 こ うし た点を検証 した研究報告
巴｝
があ る．こ の研究

は，A 市が，地方単独事業と し て 実施 し て い た老人医

療費の 助成制度
3）
など市町村民税世帯非課税 を要件 と

する施策 の 適用 実態 （適用非該 当 ＝課税世帯） か ら，

高齢者の い る世帯（「高齢者単身」「高齢者 と配偶者」「高

齢者と子」 に分類） の 所得状 況や課税状況 を詳細 に 集

計 ・整 理 し ， 上 述 の こ とを明 らか に して い る．現実の

デ
ータ を基 に して お り， 精度 は高 い ．以下，そ の 要 旨

を紹介す る．

（研究報告 の 要 旨 〉

  高 齢者の い る 世帯 の 生計中心 者 （世帯 の 最多所得

　者） の 所得 は，表 5が示 す よ うに ， 高齢者単身世 帯

　 の 場合は ， 公 的年金等控除に より6割近 くが税法上

　所 得 0円 とな るた め ， 所 得 は 比較的低位 の 階層 の と

　 こ ろ に偏 っ て い る．高齢者と配偶者 の 世帯も概ね こ

　れ に 近 い 状況 とな っ て い る．高齢者 と子 の 世帯 で は ，

　 こ れ らとは対照的 に ，所得は各階層 に 及 ん で お り，

　所得 300万 円以 上 が 6割を超 え て い る．子 の 所得は 現

　役 世代を反映 した所得階層 を あ らわ し て い る．

  世 帯 の 課税状況を把握す る た め，老 人 医 療費 の 助

　成制度など のデー
タか ら課 税世帯を割 り出す作業を

　行 う．表 6の 網掛 け部分 に 示す ように，高齢者 単身

　世帯は 19．5％， 高齢者 と配 偶者 の 世 帯は54．6％，高

　齢 者 と子 の 世帯 で は88．1％が 課税 世 帯 とな っ て い

　る．表4の 世帯構成 に よ る 課税最低 限 の 差 が そ の ま

　ま現 実に反映 し，課 税状況 に大 きな差がみ られ る．

　特 に 子 の い る 世帯 （同 居世帯） は 課 税 とな る割合が
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表 5 　高齢者の い る世帯の 生計中心者の 所得階層分 布 単位　％

所 得（万 円） 0 円
〜 100 〜 200 〜 300300 〜 計 〜 125

高齢者単身世帯 56フ 20．0 14．6 3．2 55 100 80．5

高齢者 と配偶者の世 帯 55．7 16．1 5．4 22．8 100 一一一謄一

高齢者 と子の 世帯 8．9 11．613 ．9 65．6 100 一一一一一

注L 出所 ：前掲の （注9）の 研究報告 か ら数値を転載 ・整理 ．

　2．所得は世帯の 最多所得者 （生計中心 者 ）の 所得．所得は収入 か ら法定控除を引い た税法上 の所得．

　3．65歳以 上 は，年金収 入 が 140万 円ま で 税法一ヒ所得 0円 と表示 され るの で ，「0円」 欄 を設定．

　4．「〜125」 欄は ， 高齢者単身世帯で ， 本人所得が 125万 円以下 の 累積値を再掲．

　高 く，不利な扱 い を受 けて い る．

  高齢者 と子 の 世帯 の 非 課税 世帯 は11．9％ で ある．

　表 5の 所 得 階 層 分 布 を み る と，所 得 「〜100万 冂 」

　8．9％ ，
「〜200万 円」 11．6％ とな っ て お り， 低所得層

　 とみ られ る 「〜200万円」台 に まで 課税が及ん で い る．

　必ず しも貧 しい 者が 低所得者 とな っ て い な い ．

  施策 の 適用 基準 に 市町村民税非課税とい う規 定を

　用 い る と ， 高齢者の 優遇 税制 と LU帯が 結び つ き ， 適

　用状況 （課税 状況） に お い て，社会的 に 容認 され る

　か 疑 問 で あ る よ うな世帯 間格差 が あ らわ れ て い る．

　個人 で は公平 な基準 で も睚帯 を単位
’a）

とす る と公平

　性に．欠ける も の に な る．「…結果，市町村民税非課

　税世帯 の 者を低所得者 とする 『通説』は ， 必ず し も

　現実の 実態を的確に 反映 し て い るもの で なく，ま た，

　こ の 基準は 公 平性 の 面か ら疑問 で ある 」と し て い る．

　 こ の 研究 は，市 町 村民税世帯非課税 で 低所得者を規

定する と ， 2004年度 の 税制改正 以前は ， 施策 の 適用 に

お い て 許容 の 範囲を超 える格 差が存在 し て い る こ とを

明 か に し て い る ．

　 こ の結論 は，表 4で 試算 し た謀税最低限 の 差 か ら当

然 の 帰結 ともい えるが ， 検証は
一

自治体 を対象 として

い る もの の ，施策 の 適用実態 の デ
ー

タ か ら世帯 別 の 課

税状況 を導きだす手法 を採 っ て い る．

（2）改正後 （2006年度 ）の 推瀏

　 3（1）に お い て ，税 制改 正前は高齢 者 の 優 遇税 制 と

世帯が 作用 し ， 高齢者 と子 の 同屠 世帯 が 不利 益 な扱い

を受 けて い る こ とをみた．

　 こ うい っ た 実態 は，2004年度 の 税制改正 に よ り2006

年度 以降 は どの よ うに変化す る の か関心が もたれ る．

しか し，現時点で はデー
タは 存在 し ない の で ，既存の

資料か ら推測する こ とに な る．

　そ こ で ，医療制度改革に 伴 う資料，政府の 高年齢者

就 業実態調査 ， 社会保険庁 の 資料 ， 介護保険 の 第1号

被保 険者数な ど限 られた デ
ー

タを活用 し，2006年度以

降の 状況を可能な範囲で 推測する．

ア ．医 療制度改革に 伴 う政 府説明

　政 府 は2006年1月 ， 1矢療制度改 革 に伴 う地方 へ の 説

表 6　 高齢者 の い る世帯 の 市 町村民税 の 課税状況 単位　％

纛 攤 懸 靉 講
驫
蕪 爨隷 獵 纛ill鑾

世　帯　区　分 非課税世帯 韈i鞭 ．
脾撒

奬． 難 終　
煕罵

内　箏　　　　幅　　　　　藷講 爨靆 韈
高齢者 単身阯帯

（表 4 の 「 
一
前」 に相 当）

805 　　　　　嚢
離 　 ： ：ミi響 i

’
　　＼じ

蠶嚢 iiil…
繍 鼕1

・爨 蕘

h
　　：i

し

　 ．。＿＿飜 …

高齢者 と配偶者の 世帯

（表 4 の 「 
一
前」

・「  」に相当）
45．4 懇 1灘 難 鍵 鼕

爨爨糶 ．

難 飜
騰

　　 　 葎厭箏
iFi羅

　 　
亨 

  ニヒ撚
’ ∴匸内

蝋糶 鞣
钁騨 蓁驪
摂 　攣

高齢者 と子の 世帯

（表 4 の 「  」 に相 当）
ll9

臘 ・　 　 iii…糠 蠧

　　　　　糶
　 　 。　　　　 萋

；
『
　 黶 il∵．　 一∵二℃

靉 鸚覊
巽

　 　 　 蕚．

　 　 　
’〜

鯲 辷　 鷹
　 蕣i野

纛韈轗
鑼

注 1．出所 ；前掲 の （注 9）の 研究報告か ら数値を転載 ・整理．

　2．「課税世帯 の 課税対象者」 の 数値は ， 世帯内で 課税 され て い る者の 内訳．
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表 7 　70歳以上の各所得 区分該 当者の割合の変化 （粗 い 計算） 単位　万人 ・（％）

改正前（2006年 7 月ま で） 改正 に よる影響 改正 後（2006年 8 月以 降）

低所得 1（年金収入

65 万 円以下）

310

（17）
な　 し

戚君｝广
：；ii衡 疏 i

∴驫 糶i轟 穩
藤
鏘

li

低所得 1（年金収人

80 万 円以 下）

350

（19）

低所得 H （市町村民

税世帯非課税）

310

（17）
な　 し

低所得 H （市町村民

税世 帯非課 税）

220

（12）
嚢P

＿ 　 孅 蠍 1・
；

螻 1譲 、欟 ＿ 、、、鑿

iミ

i！

一
　　般

1
，
090

（59）

な　 し

一
　 　般

1
，
060

（58）

““

　　　　　 i曩
　 　 孅 i箏

内
1難鼕i鬟蓁llil

韈
現役並 み（課税所得

145万 円以 上）

120

（6）
な　 し

現役並 み（課税所得

145万 円以 上）

200

（11）

計
1

，
830

（99）
計

1β30

（100

注 1．出所 ： 「週 間社会保障 Nα2368 （2006．2．6＞」 か ら政府 の 示 す数値を転載 ・整 理 ．

　 2．政府 の 示す数値 は粗 い 試算 の た めか ， （％ ）の 計は ユ00とな っ て い な い ．

明 の 中で ，2004年度 の 税制改 正 が 低所得者層 に与 える

影響を粗い 試算
］δ

乏 して 示 して い る．表 7がそれ で ある．

網掛 け部分 が ，70歳以 上 の 1
，
830万 人 へ の 影響で あ る．

低所得 1の 収入 範囲を65万 円か ら80万円 に 広 げる こ と

（低所得者 の 収入範 囲 の 見直 し ）に 伴 い 30万 人 が 低所得

H か ら低所得 1 へ 移行する．非課税措置等の 廃止 に よ

り50万人が低 所得 H か ら
一

般 へ 移 行する．差 し引き の

結果 ， 非課税世帯の 減少は 3％ ｛（17＋ 17）一（19＋12）＝・3｝

程度 とみ て お り，さほ どの 影響は 生 じ な い として い る．

イ．政府統計 資料

　政府統計 の 「2000年高年齢者就業実態調査 」 か ら表

8の 「65〜69歳 の 年金月額 の 受給状況 」 が ，また社会

保険庁 の 資料 か ら表 9の 「厚生年金 の 年間支給額 」 が

得 られ る の で ，こ れ らの デ
ー

タ か ら税制改 正 に よる影

響をみ て み る
16）．

  65歳以 上 の 単身で 年金収 入 の 場 合，改 正 前 の 課税

　最低限 （課税 ライ ン） は ， 収入 べ 一ス で 266万 円 ，

　月 23万 円程 度 で あるが，改正 後 は月 13万 円程 度 に

　下 が る．65歳以 上2人 世帯で は ，
23万 円 か ら／8万 円

表 8　 65歳〜69歳の 年金 月額の受給状況 単位　％ ・
万 円

月額（万 円）
〜 10 〜 15 〜20 〜25 〜 3030 〜 不 明

平均年額

（万円）

平均月額

（万円）

男 28．3 9．123 ．613 ．319 ．1 43 2．3207 ．6 17365〜

69歳 累積 28337 ．461 ，074 ．393 ．497 ．7100 ．0 一一一一一 一圏一一

女 74，3 9．710 ．7 2．4 L2 0．3 1，5100 ．8 8．4

累積 　 　74384 ．094 ．797 ．198 ，398 ．6100 ．1 一一一一一 一一冖一卩

注 1．山所 ： 「2000年高年齢者就業実態調査 」 の 中 の 「第 15表 　性，年齢階層，年金受給者別 ， 高年齢

　　 者割合」 か ら該当数値を転載 ・整理．端数処 理 の関係で 累積計は 100どな っ て い な い ．
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表 9 　 厚 生 年 金 の 年 間 支 給 額 の 分 布 （2003年 度 末 現 在 ） 単 位 ： 人 ・（％ ）

年額（万 円 ）
〜 120 〜 180 〜240 〜 300 〜 360360 〜 平均年額

（万 円）

平 均 月 額

（万 円 ）

男 3．7 18．0 27．5 36．1 13，8 1．1235 ．0 19．6

累積 3．7 21，7 492 853 99．1100 ．2 胛駢一卩一 一一一一一

女 46，2 41．2 9．6 2．6 03 0．0 132．0 ll．0

累積 46 ．2 87 ．4 97 ，0 99．6 99．9 99．9 一一一一一 一一一一一一

注 1．出 所 ： 社 会 保 険 庁 の 資 料 か ら 「金 融 広 報 中 央 委 員 会 」 が 整 理 し た 数 値 を 転 載 ．

　 　 累積計 は 100 とな っ て い な い ．

端 数 整 理 の 関 係 で

　に 下 が る ．表8か ら男性 の 平均年金月額は 17．3万 円 ，

　表 9か らは 19．6万 円 とな っ て い る．し たが っ て ，男

　性の場合は ，単身 ・2人世帯い ずれ も課税対象 とな

　る．女性 の 平均年金月額 は ，
8．4万 円 ，

11万円 とな っ

　て お り， 単身の 場合は非課税の 可能性が 高い で あろ

　 う．

  男性で被用 者年金 の場合は ほ とん どが 課 税対象と

　なるが，国民基礎 年金 （最 高 で 年額80万 円弱）だ け

　の場合は男女を問わず非課税で あ ろ う．

  男性 の 課税 ライ ン は，表 8の 月額 の 場合，「〜25

　万 円 」 「〜20万 円 」 の 中聞点か ら 「〜15万 冂 」 「〜

　 10万 円 」 の 中間 点へ 下方 シ フ トする．表 9の 年額 の

表10　 A 市 の 介護保険料段 階別被保険者数の 推移

場合 ， 課税ラ イ ン は 「〜300万 円 」 「〜240万 円」 の

中間点 か ら 「〜180万 円 1 「〜120万 円 」 の 中間点 へ

下方シ フ トする．シ フ トする中間点 （累積値）が特

定 で きると ， 中間点間 の 差 が 影響を受 ける範 囲 に な

る．しか し ， これ らのデー
タか らは 中間点の特定は

困難 で あ り，影響 を数値 で 示す こ とは で きな い ．感

覚的に は 女性は さほ ど影響を受けな い が ， 男性の場

合は受ける影響 は大 きい で あろ う．表 7で 政府 が 試

算するよ うな低い数値で 収まる とは 思 われ な い ．

ウ．介護保険制度

市町村が運営を して い る介護保 険 の 第 ／号 被保険者

単位　人
・（％）

改正 前（2006 年 3 月） 改正 に よる影響 改正 後 （2006 年度の 第 3 期見込み）

段階 対　象
人

（％）

人

（％）
段階 対 　　　　象

人

（％）

1
生 活保護

受給者等

11，608
（2．8）

な　 し 豆 生 活保 護受給者等
ll，349
（2．7）

非課税

世帯の

ま ま

2

市民税世

帯非課 税

収入

80 万

以 下

60，959
（14．6）

2 市民 税世

帯非課税

145
，
376

（35．4）

90，948

（21．8）

3
収入

80万

超

29，989

（72 ）

90，948

（21．8）

囁n閃
　　 ：濺 鷹 隰 宇

ぎ…
…鬱 覊琴

鷺　　 懿

＿ 蠶ii：ii：靉
∈蹴綿・・：騨r，匸・匸 瞰：ン

飜難 靉
　 鏤　 　鑠　・，

4〜

8
市民 税課 税世帯

315，060
（755 ）

3〜

5
市民 税課

税世帯

253
，
054

（61．8）
な　 し

計
410，038100

．0
計

417，357
　（100．0）

注 1．出所 　数値 は A 市 の 「介護保険事業概況 」 か ら転載 ・整 理．2006年度 か ら5区分 か ら8区分 に変更．
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2004年 度の 税 制 改 正 が 福 祉 に及 ぼす 影 響

の 保険料 の 段階別 の 数値 を，税制改 正 前 と改正 後 で 比

較する方法で影響をみ る こ とが で きる．介護保険料は ，

市 町村 の 課税台帳等 の 公簿に 基づ い て い るの で ，こ れ

か ら得 られる数値は 精度 が 高い ．

　前述 の A 市 に お い て ，介護保険料 の 2005年度 の 段階

別 の 実数 及 び2006年度 の 推 計数
7〕

が公表 され て お り，

そ れ を 整 理 し たもの が 表 10で あ る．2006年 3月 の 第 1号

被 保険者 の 第 2段階 35．4％ の うち 13．6％ （網掛け部分）

が，改正 後に は 4〜8段階の 課税世帯 へ 移行する．移行

す る数は 改正 前の 非課税世帯 の 約38％ （13．6／ 35．4）

に あた り，従来 の 低 所得者 の 4割弱 が 低所得者で な く

な る．ちなみ に A 市 の 場合 ， 第1号被保険者数は 41万

入 を超 えて お り，そ の 中の 5．5万 人が影響を うける こ

とになる．また ， 表7と表8 ・9 ・10を比べ る と， 影響

を受 ける両者 の 数値 は大 きく乖離 して お り， 表 7の 政

府の 示 す数値が い く ら粗い 試算と い え ， そ こ に は 政府

の 政策的意 図を汲み取 る こ とが で き よう．

4．税制改正 の評価 と今後の 課題

（1）評価

　税制改正 前 に おい て は，高齢者 の い る世帯 の 課税状

況 （施策 の 適用 状況） は世帯構成に よる差 が大き く，

公平 とい うに は程遠 い 状況 にあ っ た．

　 2004年度の 改正 に よ り，高齢者の優遇税制が是正 さ

れ ， 公的年金等控除額 の 違 い を除き ， 65歳以上 と未満

は 基本的に同 じ扱 い になっ た．税 の 分野 で は 課税の範

囲が広 が り，また福祉 の 分 野 で は 世帯とい う要素 が 希

薄 とな る の で ， 改 正 前 と比 べ る と改正後は公平性が 一

段 と高ま るで あろ う．

　 こ の ほ か の 影響 と し て は ， 課税者が増加す る の で ，

そ の 分低 所得者 （軽減措置 の 対象者）が 減少 し，税

収増が 期待で きる．医療や介護 ， そ の他福祉関係に お

い て は，軽 減措置 の 対象者が減少するだ け で な く，自

己 負担額が 増加す る．とりわ け ， 医療制度改革 に 伴 い

2006年10月 か ら実施 され て い る高齢者の 定率負担，高

額療養費，療養病床 の 食費 ・
居住費な どに お い て ， 公

的給付費の 抑制が図られ る こ とに なる．

　 高齢者に か か わ る 税制改正 に関 し て は ， 20万 円の

公的年金等控除 の縮減 と非課税措置の廃止 に 過 ぎな い

が ，高齢者人 口 が国民 の 20％を超え，そ の 比率が 年々

高ま っ て い く中で ， 抑制効果は顕著 に現れ る．将来的

に は計 り知れな い もの に な ろ う．

　 と こ ろ で ，2004年度 の 改 正 は ，人 口 減少や 人 口 構成

の 急激な変化 ， 若干 の 明る さが見え て きた とは い え ，

依然厳 しい 財政状況な どを考慮す る と，制度 の 持続可

能性の点か ら， また公 平性の点か ら一定の 評価を与え

る こ とが で きょ う．

　 しか し ， こ の 改正 は税制上 の 操作によ り， 課税最低

限を
一
挙 に 低位 の とこ ろ に 揃える とい う大胆な手法 を

採 っ て い る．結果，現役 世代 を超 える収入が あるが，

制度上 か ら低 所 得者 とな っ て い る者 （税制 上 の 低所得

者）だ け で な く，本来 の 低所得 者まで 一
律 に 低所得者

か ら除 い て し ま う．改正 法案の 審議は世代間の 公平化

の観点か ら進 め られ て お り，施策 の 適用基準をど こ に

求めるか とい う本質的な議論は 行われ て い ない ．財源

の 確保 を優先す る政府 の 強引か つ 粗雑な手法だ けが H

に つ く．

（2）今後の 課題

ア．低 所 得層 へ の 経過 措 置

　政府 の 今回 の 手法 はか な り強引 で あ り， 少 々 後 ろめ

た い の か ， 低 所 得 者に 経過措置 と し て 「・・一一定 の配慮」

を行 うとして い る．一
例 と して ，2006年 の 医療制度改

正 の 施行 に 伴 う高齢者の 患者負担 の 引き上 げに関 して

明 か に され て い る経過 措置 の
一

部 を掲載
邑）

す る．「低

所得世帯の 自己負担限度額 は ， 世帯全員が非課税の 場

合に適用 され るが ，非課税措置 の 廃止 に伴 い ，世帯員

の うち一部 （例えば夫）が課税者とな る もの の，一部（例

えば妻） は非課税 の 場合 ，
2006年8月か ら2年間 ， 非課

税者 （例えば妻）に つ い て ， 低所得 n の 限度額を適用

する」 とい うこ とで ある．な か なか理解 しづ らい 表現

で ある が ， 要は ， 非課税措置 の 廃止によ り課税世帯 と

な っ て も，世帯 内 に 高齢者 の 非課税者が い た場合な ど

は ，

一定 の 条件 の 下 に従来ど お り非課税 の 扱い をする ，

とい うもの で ある．軽減措置 の 判定 にあた っ て は，世

帯だけで な く個人 の要素も加味し て い る．

イ．今後に 向けて

　わが国で は程度 の 差はあるが ， 高齢者医療や福祉施

策の 適用基 準 の 多く に 税 制上 の 規定 （税制転用方式）

が用 い られ て お り，事実上，税 と福祉は連動 して い る．

本来な ら国民的論議 の うえ で 実施 される事柄も， 今回

の よ うな手法 を用 い る と ， どの ような変更 も極め て 容

易 に 行 うこ とが で きる．

　と こ ろ で
， わが 国に は所得の 捕捉 を巡 っ て ， ク ロ ヨ

ン （9．6．4）， トーゴ サ ン ピ ン （10．5．3．1） 19〕
と呼 ば れ る

職種 間 の 所得 の 捕捉 率格 差が存 在す る と い われ て い

る．仮 に ， こ うい っ た所得捕捉 の 不均衡が あ っ た場合 ，

一41一

NI 工
一Eleotronio 　Library 　



Nagoya Bunri University

NII-Electronic Library Service

Nagoya 　 Bunri 　 University

税制転用 方式は ，
「所得 の 捕捉の 歪み 」

一 「課税の 歪

み 」
一 「適用 の 歪 み 」 とい う図式 とな り，そ の 歪みは

そ の 都度増幅し て い く．そ の ため ， こ の 方式は 公平性

が求め られ る分野 の 基準 とし て はな じ まない もの で あ

る が ， そ の 利便性か ら多くの 施策で採 り入れ られ て い

る．それ は，軽減措置 の 適用判定 に 際 し ， 住民基本台

帳 と課税 台帳 を マ ッ チ ン グすれ ば 済む とい う行政側 の

実務上 の 簡 易 さ ・容易 さで ある．も う
一

つ は，ミ
ー

ン

ズ テ ス トが 行われな い 分野 で は ，個々 の 家庭に対する

収 入 の 把握 方法 と して ，他 に 合理 的かっ 客観的な手法

が見出せ な い 以 上 やむ をえな い ヅ とい う理 由か らで あ

る．

　 こ うい っ た こ とも理解で き る が ，こ の 方式は税制 ヒ

の 操作で 基準を容易に変更 で きる危 うさ ， さ らに 不公

平 を増幅 させ る機能を内在 し て い る．

　 税 を 課 され ない 者を貧者 と み る わが 国 で は ，こ の 方

式 は何 ら疑 問視 され る こ ともな く， 福祉関係者に受け

入 れ られ て きた．し か し ， 国 （所 得税） か ら地方 （個

人住民税） へ の 税源移譲 に伴 い ，2007年度課税 分 か ら

課税所得 の 高低 に かかわ らず
一

律 の 税率が適用 され る

こ とか らも∫例えば住民 税額に基 づ き適用基 準を定め

て い る場合などは基準そ の もの の見直 しが必要 となろ

う．

おわ りに

　2004年度 の 税制改正は，課税ラ イ ン を低位 の と こ ろ

に設定 し大勢をそれ に揃えた．つ まり，課税最低限を

下 げる こ とに よ り， 低所 得者を減 らし ， 世代間の 公平

化 を図 っ た．そ の 結果，わが 国は貧 しい 者の い ない 豊

か な国に変身 した．しか し ， こ の 顛末に は い ささか 疑

問を感 じ る．

　社会保障の財源と し て ， 消費税率を引き上げる こ と

につ い て は，今の と こ ろ政府 も及び腰 で ある．そ こ で

国民 的論議 が 比較的避 け られ る 政府税調 に 着 目 し，そ

の 中で 優遇税 制を是正 し， 財源 の 確保 と給付 の 抑制 を

図 っ た．税 と福祉 の 連動性 を利用す るあま りの 見事 さ

に ， こ れま で 何ら疑問を抱か ず税制転用 方式を受け入

れ て きた福祉 関係者 には激震が走 っ た こ とで あろ う．

　今 回の こ とは，改正 内容が示 された 2004年 の 段階で

想定 で き て い た ．しか し ， 理 念 を先行 させ る福祉 関係

者 は ， 税制面，とりわ け実務面の 検証を怠 っ て い たた

め ，法案の 審議過程 で 是非を問 う議論 も異 を唱 え る こ

ともな く，平 穏 に 終わ っ た （最近 に な っ て，改正 の 問

題点が ク ロ
ー

ズ ア ッ プ され て い る）．

　政府 も将来に わ た り持続可能で安定的 ・効率的な制

度の 構築を求め る 以 上 ， 国民 の 理解 と協力が 必要で あ

る．とりわけ，広 く国民生活 に かかわ る シ ス テ ム の 変

更は ， 本来 ， 国民的合意 の 下 で 行なわれ る べ き もの で

ある．今 回 の 政府 の 手法は，われわれに税制 との かか

わ りの 中 で シ ス テ ム を問 い 直す 「生 き た教材 1 を提供

し て くれ た．今
一

度福 祉 の 原点 に 立 ち返 り，国民が公

平で あ る と認識で き ， 将来 へ の 不安 が 和 らぐシ ス テ ム

を再考す る機会 で ある．そ して ， そ の作業が急がれ る．

（注＞

1） 高齢者の 優遇税制は 以前か ら問題 とされ て お り，

　　 「高齢世代内 の 経済的健常者に ま で
一

律 に 公的年

　　金等控除とい う 『税 の シ ル バ ーシー
ト』が適用 さ

　 　れ，彼 ら に 節税 の 機会が与 え られ て い る 」 とい う

　　指摘が ある．醍醐聡 ， 高齢 匿帯 の 経済実態 と年金

　　税制改革 の 方向 ， 週 間社会保障No．1849 ， 法研 ， 33

　　 − 34　（1995）参照．

2） 木稿で の 高齢者 は，断 りを しな い 限 り， 税制 ・介

　 　護保険関係 で は65歳以．E， 医療関係 で は70歳以 E

　 　 で あ る．

3）　税制転 用 方式 とは，A とい う施策 の 適用 は，市町

　 　村民税 の 非課税者 に 限定す る，B とい う施策 の 自

　　己負担額は 所得税額に一定の 係数を乗 じ た額 とす

　　る ， とい うように税制上 の 規定を利用す る こ とで

　　ある ．

4） 制度の 実態 に 応 じ ， 軽減措置の基準が施策ごとに

　　設け られて い る．代表的な もの が市町村民税世帯

　　非課税で あ り， 他に も所得税非課税 ・老齢福祉年

　　金受給限度額など多くある が ，そ の 全容を列挙す

　　る余裕がな い．

5） 課税最 低限は，国民が最低限度 の 生活 を営み得る

　　限界 （最低生 活 費 ）を 意味し て い る．こ の 限 界 が

　 　税法上 で は課税 ライ ン で あ り，そ の 線以下が低所

　　得者と解 され て い る こ とか ら ， 課税最低限 ＝最低

　　生 活費 ＝ 課税 ライ ン の 図式 が 成 り立つ （地 方税 法

　 　施 行令 47の 3参照 ）．

6） 2006年 の 医療制度改革 の 「患者負担 の 見直 し」 の

　 　 中で 低所得世帯対策 と し て 示 され て い る．

7）　本稿 で は ， 2004年度 の 税制改 正 の うち ， 市町村民

　　税の改正 に 伴 う福祉 へ の影響を検証して お り， 所

　　得税 の 改正 に 伴 う影響に つ い て は触れ て い な い ．

8） 「厚生 白書 」 ユ956年版 ，
17− ／9 ， （1956）参照．
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9） 「社会保障 におけ る 施 策 の 適用基 準 をめ ぐっ て 〜

　　高齢者の い る世帯の 所得分析を通 し た適用基準

　　『市町村民税非課税世帯』 の 検証 〜
」 西川義明，

　　名古屋市立大 学大学 院経 済学研 究科 　（1998＞を

　　参照．

10）低所得者 の 定義 を巡 っ て は従来 の 立場に近 い 次 の

　　 よ うな 見解 もあ る （趣 旨要約 ）．

　　  低所 得者は ， 市町村民税非課税世帯 とい うよ

　　 り従前の ボ
ーダー

ラ イ ン 階層，生活保護基 準 の 周

　　辺層の もの で ある．周辺層の 量的な把握は 1965年

　　以降，政 府統計 に よる低所得者層 の 公表が打 ち切

　　 られた ため
一研究者で そ の量的把握は 不可能で あ

　　 る．把握 は政府が公表す る生活保護基準 ・保護者

　　数か ら類 推す るか ， あるい は
一

地域 の 個別的な調

　　査結果か ら全体 の 状況を推 し量る し かな い ．

　　  こ の 場合，現行 の 生 活保護基準 に一
定 の 係数

　　を乗 じた額か ， ある い は生活保護基準か ら 「暫定

　　的な貧 困線 」 を設定 した 額を基 準 と し，そ の うえ

　　で 「国民 生活基礎調査 」 な ど政 府統計 に 基づ き設

　　定し た基準以下 の 者を低所得者 とし て 推計する方

　　法をとる こ とに な る．

　　  こ うい っ た手 法 に よ り低 所得者 を把 握す る

　　と ， 高度経済成長前に政府統計 の 中で確か め られ

　　て い た低所得 ・貧困層 の 存在は高度経済成長 の 過

　　程 ， そ の後に お い て も基本的な姿は大き く変わら

　　ず，今なお多 くの 低所 得者層 が 存在 して い る．

　　 ・松本 伊 知朗，低所 得 ・貧困層 の 存在 と社会福 祉

　　政策 ， 渡辺 貞雄 （編）， 21世紀 へ の 社会政策 ， 法

　　律文 化 社 ，211， （1996 ）及び杉村 宏 ， わが 国 に お

　　ける低所得
・
貧民 問題，庄司洋子 （他編），貧困

・

　　不平等 と社会福祉 ， 有 斐開 ， 77，（1997 ）参照．

11）前掲 の （注 1）参 照．

12）前掲 の （注 9）参照． こ の 検証 は
一

地 域 の デ
ー

タ

　　で あ り， 今 日で は 年数 も相当経過 して い るが ，こ

　　の 間， 大きな税制上 の 変更もな く，また長引く不

　　況 の 巾 で 収 入 等 も概ね
一

定 し て お り，2004年度

　　の税制改正 まで は ， 検証結果を大きく訂 正する要

　　素はみ あた らな い ．

13）地方単独事業に つ い て は ， 西川義明 ， 名古屋 市老

　　人 の 医療費 の 助成 に 関する条例，増刊 ジ ュ リス ト

　　〜新条例百選 ， 有斐閣 ，
136一ユ37， （1992）参照．

14）税 の 分野 で は公平な規 定で あ っ て も，福祉 の 分野

　　に転用 され 「世帯 が単位」 とされ ると，優遇税制

　　が存在 した税制改正 前は 65歳以 上 の世帯に 有利に

　　働 い た．世帯を単位 とするか個人 とす るか で ， 施

　　策の 適用に大きな差が あ らわれ，公平性 の 観 点か

　　 ら問題 とな る．

15）週間社会保障 ND．2368，法研 ，（2006＞．

16）表9の 年金額が 表 8よ り幾分 高い 数 値 とな っ て い

　　るの は，表8は国民年金 の 受給者を含ん で い る が，

　　表 9は 厚 生 年 金 の 受給 者 の み の ため と思 われる．

17） 「介護保険事業概況　平成17年度版」　名古屋市健

　　康福祉 局介護保険課，（2006）．

18）週間社会保障 No．2374， 法研 ， （2006）．

／9）わが国 の 所得 の 捕捉度 の 不公平 さを語呂合せ 的 に

　　象徴する 言葉で ある．給与生活者 （9．／0），自営業

　　者 （6．5），農業所得者 （4．3），政治家 （一一，1）．
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